
１ 重要な会計方針

 当事業年度から「公益法人会計基準」（平成２０年４月１１日、平成２１年１０月１６日改正 内閣府公益認定等委員会）を

採用している。なお、貸借対照表及び正味財産増減計算書のうち、前年度及び増減の金額については、「公益法人会計

の運用指針」（平成２０年４月１１日、平成２１年１０月１６日改正 内閣府公益認定等委員会）の附則「公益法人会計基準を

運用する際の経過措置」第１項の規定により、記載を省略している。

  （1）棚卸資産の評価基準及び評価方法

    商 品・・・・・最終仕入原価法によっている。

  （2）固定資産の減価償却の方法

    ① 車両運搬具及び什器備品・・・・・定額法によっている。

  （3）引当金の計上基準

    賞与引当金・・・・・支給見込額のうち当期に帰属する金額を計上している。

  （4）消費税等の会計処理

      消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

  （5）税効果会計の適用について

      法人税法上の収益事業を実施しており課税所得が発生しているが、その金額の重要性が乏しいことから、税効果会計は

  適用していない。

   なお、法人税、住民税及び事業税については、その科目の重要性から独立区分表記している。

  （6）退職金について

      公社の嘱託職員を除く正規職員を対象とし、その退職時の退職金支給に備えて、中小企業退職金共済組合に加入して

  いる。

２ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
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３ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

４ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

５ 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は次のとおりである。

 (単位：円)

６ 関連当事者との取引の内訳は、次のとおりである。
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